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本日お伝えしたいこと

１．地域の医療、介護の実情

２．妻有地域での取り組み

３．介護報酬・診療報酬同時改定

４．協力医療機関との連携体制構築の実際

５．課題と展望



１．地域の医療、介護の状況



新潟県十日町市、津南町（妻有地域）
つまり



魚沼医療圏（2020年人口：約15万6000人）
信濃川筋
• 十日町市
• 津南町

魚野川筋
• 魚沼市
• 南魚沼市
• 湯沢町

妻有地域
人口 高齢化率

十日町市 47,023人 41.74%
津南町 8,441人 44.18%

計 55,434人 44.25%

新潟大学大学院医歯学総合研究科十日町いきいきエイジング講座特任助教白倉悠企資料2023引用



魚沼医療圏の病院再編

信濃川筋の3病院（県立十日町病院、県立松代病院、町立津南病院）はこの再編の動きには
含まれなかった

新潟大学大学院医歯学総合研究科十日町いきいきエイジング講座特任助教白倉悠企資料2023引用



県立松代病院

県立十日町病院

町立津南病院

魚沼市立小出病院

魚沼基幹病院
南魚沼市立

ゆきぐに大和病院

南魚沼市民病院

齋藤記念病院（民間）

湯沢町保健医療センター
（地域医療振興協会）

十日町病院
魚沼基幹病院
(3次医療)
454床

-35分十日町病院
275床

19分52分松代病院
40床

26分56分津南病院
45床

新潟大学大学院医歯学総合研究科十日町いきいきエイジング講座特任助教白倉悠企資料2023引用



2005年の市町村合併後の十日町市
２つの県立病院
• 十日町病院（旧十日町市）
• 松代病院（松代町）

４つの国保診療所
• 川西診療所（川西町）
• 松之山診療所（松之山町）
• 倉俣診療所（中里村）
• 室野診療所（松代町） 現在は閉院/休院

新潟大学大学院医歯学総合研究科十日町いきいきエイジング講座特任助教白倉悠企資料2023引用



十日町市の医療・介護について



新潟大学大学院医歯学総合研究科十日町いきいきエイジング講座特任助教白倉悠企資料2023引用



十日町市の医療・介護需要
• 十日町市全体の医療需要予測指数は2045

年の72まで減少傾向となると予測されて
いる。

• その一方で75歳以上の高齢者の増加に伴
い介護需要予測指数はしばらく上昇し
2030年にピーク（108）となり、その後
2045年の87まで減少すると予測される。

• 生産年齢人口の減少を考えると、2015年
を基準として2045年には約半分の生産年
齢人口で、72％の医療需要量、87％の介
護需要量をカバーする医療と介護の提供
体制が求められる

新潟大学大学院医歯学総合研究科十日町いきいきエイジング講座特任助教白倉悠企資料2023引用



※新潟県サービス公表HPより引用 R２実績＜参考資料＞十日町市内特養ホーム等年間退所状況
備考定員対比年間退所人数定員施設名形態類型

22.86%1670Aユニット型広域型

16.00%16100B従来型広域型

31.00%31100三好園従来型広域型

合算35.50%22
44あかね園ユニット型広域型

18あかね園従来型密着型

32.00%1650三好園しんざユニット型広域型

30.00%620三好園四宮ユニット型密着型

20.69%629よしだユニット型密着型

26.22%113431小計十福苗場合計



他法人

30.00%1550C従来型広域型

合算25.00%15
60D従来型広域型

20Eユニット型密着型

合算36.00%18
50F従来型広域型

29Gユニット型密着型

27.08%1348H従来型広域型
43.08%2865I従来型広域型

27.64%89322小計市内特養合計

19.00%19100J従来型老健
19.00%（R5.3閉園）100小計

25.91%221７53合計特養老健合計



※特定施設は特養機能を持つ参考

26.53%1349K特定施設

26.53%1349小計

特養老健総合計 802 234 25.94%

十日町市内
定員対比年間退所人数定員



津南町特別養護老人ホーム等年間退所状況

30.00%33110L従来型広域型
29.89%2687M従来型
29.95%59197小計従来型

※地域密着型は数値公表ない為25%換算

29N密着型
29O密着型
29P密着型

25.00%2187小計

28,17%80284津南町合計



３．妻有圏域合計値

定員対比退所数定員特養・老健・
特定施設

26.47%3141,086総合計妻有圏域合計



令和4年度十日町市介護人材実態調査
• 調査実施期間：令和5年1月4日~2月28日
• 対象：十日町市内の介護保険事業所（99事業所）
（回収率84. 8%：84事業所）

職員の不足
不足人数の総数：120人
介護職員の不足：52人
看護職員の不足：24人
訪問介護員：13人

職員の高齢化
60歳代以上の職員の割合
 看護職：50.4％
 訪問介護員：44.9%

新潟大学大学院医歯学総合研究科十日町いきいきエイジング講座特任助教白倉悠企資料2023引用



十日町市内で起きている人材不足の影響

• 訪問看護ステーションの休止

• 訪問看護ステーションの24時間体制の休止、サービス提供体制
の縮小

• 老健（100床）の閉院（松代地域）

• デイサービス等の稼働率を下げて（受け入れ人数を定員より少な
くして）職員を捻出し、法人内の他のサービス提供体制を維持

新潟大学大学院医歯学総合研究科十日町いきいきエイジング講座特任助教白倉悠企資料2023引用一部修正



十日町市（日本全体）の医療・介護の課題

圧倒的な支え手、担い手不足が今後到来する
（特に介護）



２．妻有地域での取り組み



妻有地域包括ケア研究会の取り組み
妻有地域包括ケア研究会とは
「妻有地域包括ケア研究会」は、新潟県十日町市、津南町（通称「妻有地域」）の、

高齢者や障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らしていくことのできる地域包括ケア
システムの構築を目指して2016年（平成２８年）4月に結成されました。
社会福祉法人と行政が一体となって､妻有地域の現状や課題､将来像等について、協議

検討・提案等を行うことで、より質の高い福祉サービスの提供と人材育成、福祉の仕事
のイメージアップに取り組むためのプラットフォームと言えます。

行動理念
妻有（ここ）で生まれ、
妻有（ここ）で育ち、
妻有（ここ）で暮らす
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〇社会福祉法人︓（発会当時12法人）
十日町市社会福祉協議会 やまびこ 松代福祉会
苗場福祉会 妻有福祉会 十日町福祉会
松涛会 東頸福祉会 なかさと福祉会 清津福祉会
つなん福祉会 津南町社会福祉協議会
〇行政機関︓新潟県十日町地域振興局健康福祉部
十日町市医療介護課、福祉課 津南町福祉保健課



２．４つの重点目標

その１

地域包括ケアシステム構築に

向けた取り組み
①福祉、医療、行政など関係機関との連携への取り組み
②地域共生型社会の構築に向けた取り組み
③新たなサービスづくりへ向けた取り組み

その３

法人間の連携強化への取り組み

①法人間の連携強化へ向けた取り組み

②社会福祉法人の公益的取組と地域貢献活動の研究へ
の取り組み

③法人間の情報共有の仕組み作りの取り組み

その２

人材育成、サービスの質の向上に

向けた取り組み

①人材育成への取り組み

②サービスの向上に向けた取り組み

③未来の担い手育成への取り組み

その４

組織体制の強化

医療、介護、福祉の連携プラットフォームづくり

22



３．主な活動（2019年~2022年)
「新潟県介護事業所ネットワーク化推進事業」（助成金）により、活動の充実を図りました。
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多職種協働セミナー 新入職員研修会スキルアップ研修会まちの発見塾

未来に担い手育成 出張授業（ガイダンス） 法人役職員研修会

共生塾



①新型コロナウイルス感染症対策で医療機関、
医師会、行政機関との連携を強化
「新型コロナウイルス感染症医療体制検
討委員会」への参画

十日町市、津南町と協働し「感染症対策
セミナー」を企画、運営

ワクチン集団接種（職域接種）の企画・運営

感染症専用サイトの構築
「妻有地域メディカル＆ケアネットワーク」

②「地域共生社会づくりモデル事業」

大地の芸術祭への参加
酒生宏一「みどりの部屋プロジェクト」ワークショップ参加

24

https://care.tokamachi.life/

https://koichisakao.org/green_room/2022plan

https://care.tokamachi.life/
https://koichisakao.org/green_room/2022plan


「地域共生社会づくりモデル事業」
市内の地区自治組織と協働しアンケート

やフォーラム開催
・「地域共生社会づくりフォーラム」

２月２８日開催

25



26

大地の芸術祭ワークショップへの参加

新型コロナウイルス感染症研修会
（新潟大学寄付講座・ケア研究会共同開催）

福祉緊急事態宣言



①研修会の共同開催
新入職員研修・スキルアップ研修
感染症対策研修

②研究発表会の企画・運営
医療、介護、福祉、行政の研究発表

③十日町市主催「まちの産業発見塾」
ケア研究会専用ブース設置

※「まちの産業発見塾」︓市内中学性・高校生対象とした職業紹介イベント

〇福祉出張授業「未来の担い手育成事業」
小学校・中学校・専門学校等への出張授業

〇福祉の資格・職場ガイド
「妻有福祉ジョブ」作成と学校への配布
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その２

人材育成、サービスの質の向上に
向けた取り組み

①人材育成への取り組み

②サービスの向上に向けた取り組み

③未来の担い手育成への取り組み

活動の中核



28

看護師向け手技講習会の企画・運営

感染症対策研修会の企画・運営

つまり地域包括ケア実践発表会
の企画・運営

介護職員等スキルアップ研修会の企画・運営

法人役職員研修会の企画・運営



29法人役職員研修会の企画・運営

多職種協働セミナー（IPEセミナー）

中高校生向けサマーワークキャンプ

福祉出張授業の開催 まちの産業発見塾出展
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「妻有の里の介護ジョブ」作成し
管内中学校へ配布

市内の中学性をターゲットに全員
へ配布し、介護、福祉の仕事への
理解や資格取得方法についの理
解を深めてま羅うことを狙いまし
た。



①新型コロナウイルス感染症対策の情報共有
・会員間の物品共同購入
・クラスター発生時の物資提供

②共通課題についてのアンケート
コロナ影響度調査の実施

③「妻有地域福祉緊急事態宣言」の配信
R4.8.18宣言
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その３

法人間の連携強化への取り組み
①法人間の連携強化へ向けた取り組み

②社会福祉法人の公益的取組と地域貢献活動の研
究への取り組み

③法人間の情報共有の仕組み作りの取り組み



①「社会福祉連携推進法人」について学ぶ
シンポジウム、フォーラムの開催

令和4年度
「妻有地域医療連携推進法人設立検討会」

への参加、情報共有

令和５年度 20230703
医療、介護、福祉の新たなプラットフォーム

一般社団法人
妻有地域メディカル＆ケアネットワーク創設

32

その４

組織体制の強化
①専任事務職員の確保と事務局体制の強化

②2020年度以降の活動の在り方を研究する



33

妻有地域の医療・介護・福祉の連携の在り方を考える3回シリーズでシンポジウム、フォーラムを開催



妻有地域の医療・介護・福祉の新たなプラットフォーム

「一般社団法人妻有地域メディカル＆ケアネットワーク」

34

7月7日報道発表会

当面の運営の在り方

目指す組織体制



これからの活動
妻有地域包括ケア研究会の活動を再定義
〇地域包括ケアシステムの構築と地域共生社会づくりへの貢献

医療、介護、福祉の連携強化の必要性
妻有地域での新たなプラットフォームへの貢献

〇人材確保・人材育成
福祉人材の減少、枯渇対策は急務
「校舎のない学校づくり」への挑戦

〇法人間連携、事業所間連携の強化
感染症対策、災害対策、認知症対策、事業継続対策等
※本来あるべき姿を実直に行う
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３．介護報酬・診療報酬同時改定



厚生労働省社会保障審議会介護給付費部会資料2024引用



厚生労働省社会保障審議会介護給付費部会資料2024引用



厚生労働省社会保障審議会介護給付費部会資料2024引用



厚生労働省社会保障審議会介護給付費部会資料2024引用



厚生労働省社会保障審議会介護給付費部会資料2024引用



厚生労働省社会保障審議会介護給付費部会資料2024引用



厚生労働省社会保障審議会介護給付費部会資料2024引用



厚生労働省社会保障審議会介護給付費部会資料2024引用



令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和６年３月 29 日）より抜粋

【居住系サービス・施設系サービス】

○ 協力医療機関連携加算について 問３ 協力医療機関連携加算について、｢電子的システムによ

り当該協力医療機関にお いて、当該施設の入居者の情報が随時確認できる体制が確保されてい

る場合には、定 期的に年３回以上開催することで差し支えない｣とあるが、随時確認できる体制

とは 具体的にどのような場合が該当するか。

（答） 例えば、都道府県が構築する地域医療介護総合確保基金の「ＩＣＴを活用した地域医療

ネットワーク基盤の整備」事業を活用した、地域医療情報連携ネットワーク（以下「地連 Ｎ

Ｗ」という。）に参加し、当該介護保険施設等の医師等が記録した当該介護保険施設等 の入所

者の診療情報及び急変時の対応方針等の情報について当該地連ＮＷにアクセスし て確認可能な

場合が該当する。 この場合、当該介護保険施設等の医師等が、介護保険施設等の入所者の診療

情報及び急 変時の対応方針等についてそれぞれの患者について１ヶ月に１回以上記録すること。

なお、入所者の状況等に変化がない場合は記録を省略しても差し支えないが、その旨を文 書等

により介護保険施設等から協力医療機関に、少なくとも月１回の頻度で提供するこ と。

厚生労働省介護保険最新情報Q＆A2024引用



厚生労働省診療報酬改定資料2024引用



厚生労働省診療報酬改定資料2024引用



厚生労働省診療報酬改定資料2024引用



厚生労働省診療報酬改定資料2024引用



４．協力医療機関との連携体制構築の実際



十日町市における協力医療機関との連携体制の構築（イメージ図）

③入院受け入れ体制

①急変時の相談対応
②診療体制

要件①②については、各特養が5つ
の在宅療養支援診療所のいずれかと
協定。特養の配置医師は協定を結ぶ
診療所医師が担う
要件③については、いずれの特養も
県立十日町病院と協定

定期的な会議
年3回、図中の全施設から担当者
が集まってZoomで開催

協力医療機関

参加

介護施設

○在宅療養後方支援病院・
へき地拠点病院

（県立十日町病院）

○在宅療養支援診療所
（５診療所）

○十日町福祉会
特別養護老人ホーム5施設

○B社会福祉法人
特別養護老人ホーム2施設

○C社会福祉法人（参加準備中）
特別養護老人ホーム●施設

定期的な会議は、概ね毎月
会議開催すべきところ、
ICT活用し情報共有するこ
とで年3回以上の開催とで
きる （協力医療機関連携
加算の算定要件より）

うおぬま・米ねっと
を活用

ネットワーク
（情報共有）

魚沼地域医療連携ネットワークシステム



協議スタートが早かった！

〇要因１ 「話しやすい環境」

一般社団法人妻有地域メディカル＆ケアネットワークという医療、介護、福祉のプラット

フォームがあった。

〇要因２ 「顔の見える関係」

新型コロナウイルス感染症パンデミックを乗り越えてきたメンバー（医療・介護・行政）

例）妻有地域新型コロナウイルス感染症医療体制検討委員会 毎週金ZOOM会議 3年間157回開催

〇要因３ 「ウインウインの関係」

互いに報酬を取り行く姿勢 病院も在宅支援診療所も介護施設も「生き残り」作戦

〇要因４ 「代診医システム」

特養嘱託医代診システムの存在・・・強化型在宅支援診療所の医師が輪番制にて代診

〇要因５ 「ICTの活用」

魚沼圏域医療介護連携ネットワーク「うおぬま・米ねっと」http://uonuma-mynet.org/

http://uonuma-mynet.org/


一般社団法人妻有地域メディカル＆ケアネットワークが目指すこと

1. 地域内の医療・介護・福祉に携わる様々な組織が理念や方針を共有し、互いの
利害関係から離れて、住民が必要とする医療・介護・福祉の提供体制を地域に
残すために、真の連携を検討し形作る、協力・協働体制の構築が必要。

2. 法人設立によって、国や県からの財政・技術支援の受け皿ができる。

3. 市・町から委託を受け、地域住民の生活向上に資する様々な事業（計画の作成
を含む）を実施・推進することが可能となる。

4. 民間企業との契約、大学との共同研究事業の実施が容易になる。

5. 今後高齢化・人口減少が進む都市部が参考とするような先進的な医療・介護・
福祉連携のモデルを提示する。



スタートまでの経過
令和6年5月 医師会事務局と包括ケア研究部会との協議開始 ※当面2法人７特養を対象とする

7月スタートに向け準備（在宅支援診療所の医師との情報共有）
６月 県立十日町病院患者サポートセンターとの協議

①制度の説明
②現行の協力病院契約との違いの確認
医師 看護師 事務長

③種々のフォームの確認
④救急時の対応方法の協議

7月 協定書締結
・強化型在宅支援診療所と法人
・十日町病院と法人

7月17日 第1回合同カンファレンス開催（リモート開催）
参加者：医師会事務局 在宅支援診療所の医師5名

十日町病院患ｻﾎﾟ医師・看護師 対象7特養 施設長 生活相談員等 法人
事業担当者 一社妻有メディケア担当者など 総勢33名
※令和6年度内3回の開催を実施



ICTの活用 うおぬま・米ネット

「うおぬま・米ねっと」は新潟県の魚沼地域（十日町市、魚沼市、
南魚沼市、湯沢町、津南町）で稼働している、医療介護連携ネッ
トワークです。

平成２６年（2014年）に医療情報の共有からスタートし、平成
３１年（2019年）のシステム更新において機能を拡張して介護
情報も共有できるようになりました。

魚沼圏域人口15万中 4.7790人 33%加入率
65歳以上 59.7%

http://uonuma-mynet.org/

http://uonuma-mynet.org/


合同会議（カンファレンス）の持ち方
①日程調整 医師会事務局

強化型在宅支援診療所の月1回のカンファレンスに併せて開催
②事前提出 ・合同カンファレンス入所者リスト兼カンファレンス記録表

・新入居者リスト
施設は事前作成し、うおぬま・米ねっとに添付しておく

・カンファレンス参加者名簿
③ZOOM手配 医師会事務局がURL配信
④開催 進行は医師会事務局と法人事業担当者の輪番制

※開催時間は１８：３０〜２０：００ 時間限定
⑤進行方法 施設担当者より著変者、入院者、新入居者について情報提供

嘱託医師からのコメント
十日町病院患者サポートセンター医師からのコメント



平素の情報共有の在り方
対象施設と嘱託医（強化型在宅支援診療所5か所）との入居者情報の共有（約束事）

①全施設入居者のフェイスシートを作成 ※ほぼ同一フォーム
②全入居者は「うおぬま・米ねっと」に加入 ※医療機関、薬局紐づけ
③全入居者のフェイスシートを「うおぬま・米ねっと」の個人台帳に添付
④フェイスシートの更新はケアプラン更新時、または心身の状態が変化した場合
⑤新入居があった場合、①②③の手続きを速やかに行う

○代診医システム
施設嘱託医が病気、学会、休日等で不在の場合、強化型在宅支援診療所の医師が輪番で往診又

は死亡診断を行う仕組み



５．課題と展望



課 題
協力医療機関との連携体制の構築は始まったばかり。

１．年3回でのカンファレンスで共有が不足することへの懸念

入退院のケース情報は平素ICT活用。ただし、病院の動きは鈍い。

施設間のフェイスシート、情報提供書の様式が異なる。・・・様式標準化への取り組み

２．入院の受け手は1か所（病院）

法人や施設の違いが判らない・・・病院医師、看護師が施設見学実施

病院内の情報共有が不全・・・患者サポートセンターが機能強化に取り組み中

３．手探り状態

これから種々の課題が明らかになってくる

医師会事務局（強化型在宅支援診療所）、十日町病院、一社妻有メディケアとの話し合い解決



展 望
次は、

１．認知症グループホーム、小規模多機能などを巻き込んだ医療連携体制構築

看取り環境の構築

２．障害入所支援施設、障害グループホームを含めた感染症対応に関わる

連携体制構築

新興感染症等への対応の強化

３．在宅医療・介護と包含したDX推進 ICTの活用を広げる

市民、町民への理解の促進 マイナンバーカードとの棲み分け



おわりに
〇医療・介護DXは必須

中山間地は、人がいない、医師がいない、インフラがない。

ないないずくしの中で、医療介護福祉サービスを持続可能なものにしていく

必要があります。

〇地域包括ケアシステムの進化・深化

新たな地域医療構想の要は、「医療・介護連携」です。

地域包括ケアシステムは「ネットワーク」づくりを意味します。

2040年に向け、改めて医療、介護、福祉のシームレスな連携を作りを行う

必要があります。



ビオラ三保の医療連携について



ビオラ三保の概要

■ 150床（うちSS10床）のユニット型特養

医療に関する主な体制
■ ２４時間看護職の配置
■ 理学療法士を機能訓練指導員として配置し、
「活かすケア」を推進
■ 薬剤師が配置医師の往診同行、入居者の薬剤管理



配置医師と協力医療機関

■ 以前は有床の協力医療機関所属の配置医師
■ ２０１７年に現在の診療所所属の配置医師が着任
■ 協力医療機関に回復期の病院を追加

■ ２０２０年７月 新型コロナウイルス感染者発生
配置医師への入居者対応の相談、受診対応の強化



介護報酬改定における協力医療機関との
連携
体制の確保
■ 協力医療機関との、①入所者の急変時の相談対応、
②診療、③原則入院を受け入れる体制。（3年の
経過措置）

■ 配置医師及び協力医療機関の協力を得て④緊急時
等における対応方法を定める。

■ 感染者の診療等を行う⑤協定締結医療機関と連携
し、新興感染症の発生時等の対応について協議。



介護報酬改定における協力医療機関との
連携
体制の確保
協力医療機関との①急変時の相談対応、②診療につ
なぐ体制、③原則入院を受け入れる体制、④緊急時
等対応→現行の体制で対応可。

⑤協定締結医療機関との新興感染症発生時における
連携→新たに協定締結。



介護報酬改定における協力医療機関との
連携
加算
■ 協力医療機関連携加算
（Ⅰ）令和7年度～50単位/月 ※月536円/床
（Ⅱ）５単位/月 ※月53円/床

■ 高齢者施設等感染対策向上加算
（Ⅰ） 10単位/月 ※月107円/床
（Ⅱ） ５単位/月※月53円/床



今後の取り組み

協力医療機関との
■ 受診や入院につなぐための情報共有

■ 感染対策のアップデート体制構築



協力医療機関連携加算
＝受診や入院につなぐ情報共有

■ 情報共有と対応確認の会議を定期的に開催し記録
■ 診療懸念者や新規入所者のみ
■ 会議は一か所との開催でよい

■ 協力医療機関の参加職種の確認（職種問わない）
■ 会議形式の設定（オンラインorリアル）



受診や入院につなぐ情報共有における課
題

■ 協力医療機関との定期的な会議
■ 病院側：遠方の病院になると受診につながりにく
く、収入につながらない

■ 施設側：近隣の病院のほうが使い勝手が良い。
■ 近隣の協力医療機関のほうが双方にメリット。



高齢者施設等感染対策向上加算
＝感染対策のアップデート

（Ⅰ）「新興感染症」と「一般的な感染症」の
発生時等の対応

（Ⅰ）研修又は訓練に１年に１回以上参加。
（Ⅱ）３年に１回以上実地指導を受ける。
協力医療機関の感染対策の届け出の有無確認。



感染対策のアップデート体制構築にける
課題

■ 近隣の頻繁に受診や入院を受け入れ、収入にプラ
スになる施設を優先

■ 配置医師の往診と合わせて訪問指導を実施してい
るケースが多い

■ 単位数が低い



今後の取り組み

協力医療機関との
■ 受診や入院につなぐための情報共有
■ 感染対策のアップデート体制構築

配置医師・有床の協力病院・施設３者のそれぞれに
メリットのある連携する体制づくり



■ ご清聴ありがとうございました。



「求められる医療・介護連携
～実効性の高い連携体制構築を考える～」

介護老人保健施設 都筑ハートフルステーション
事務次長 兼 相談課主任 大水 康尊



施設概要について
・法 人 名 医療法人 活人会
・施 設 名 介護老人保健施設 都筑ハートフルステーション
・住 所 横浜市都筑区大棚町74-9

・開設年月日 2001年10月1日
・定 員 100床（一般棟60床・認知症専門棟40床）、デイケア 34名
・施設指標 超強化型（令和6年9月～）



公益社団法人全国老人保健施設協会
令和６年４月５日「令和６年度介護報酬改定について」より抜粋



公益社団法人全国老人保健施設協会
令和６年４月５日「令和６年度介護報酬改定について」より抜粋



①協力医療機関との連携体制をどう構築し
ていったのか。

●連携を図るまでの経緯
・令和6年3～4月
令和6年4月改正に合わせ、施設内で検討。近隣医療機関へ相談を行うも、医療報酬改定が令
和6年6月のため、4月前後の時点では、医療機関側も検討中とのことで、相談段階で止まって
しまい、足踏み状態であった。

・令和6年5月
2001年より設立された、「横浜市介護老人保健施設経営者会」という老健施設の経営者の会
があり、当法人理事長が会長をしており、会員施設内（14法人16施設）で医療機関を持つ法
人もあり相談を行う。当施設がある横浜北部エリアに、会員施設の横浜シルバープラザ様の
母体である横浜総合病院様が、「第二種協定指定医療機関」ということもあり、横浜シル
バープラザ様より、当会の会員施設との協定について母体の横浜総合病院様へ提案を挙げて
頂き、横浜北部エリアの会員施設6施設が同時に協定締結の運びとなった。
その後、近隣医療機関からも協定の相談を頂戴し、複数協定も可とされているが、先に協定
締結ができたため、1医療機関での締結とした。



②加算算定に向けて、どのように医療機関との「定期
的な会議」、「情報共有」等を具体的にどう進められ
ているのか
【算定要件】
①年1回都道府県への提出
☞電子申請にて申請済
②3要件を満たす（「急変時・常時相談体制の確保」、「診療体制の常時確保」、
「急変時、原則入院体制確保」
☞医療機関側が元々満たされており、協定内容にも入れ締結済
③定期的な会議（月1回）
☞毎月、医療相談室に訪問し、利用者情報のファイルの差し替えと情報交換を交わす。
対応についても、どのMSWでも対応して頂けるため、毎回アポ取りしなくても対応
頂いている状況。



③医療機関との連携にあたっての「課題」、「連携の
難しさ」、「苦労・努力」している点の具体的な実践
事例
●「苦労・努力」している点について
「月1回の定期的な会議」が義務付けられているため、月1回先方の
MSWへ訪問 し、情報交換や施設の利用者情報の共有を行っている
が、通常ルーティンが煩雑な中、業務が重なって多忙であっても実施
しなければならないことと、毎月継続していくことが苦労があります。
「TV電話等でも可」とされていますが、当施設もWEB環境があるため、
対応はできますが、PC準備、zoom等の会議作成及び先方への招待等、
ICTに不慣れな職員が多くいる中、NET環境の不具合が起きた際等の対
応に時間を要したりするよりは、訪問のルーティン化の方が無難であ
り、直接お会いすることで形式的になりにいコミュニケーションがと
れるため、訪問することを選択しました。



●「連携の難しさ」
現在、ご対応頂いている医療機関側も受入れ対応も快くご対応頂いているた
め、連携の難しさはありません。
ただし、実際にご利用者の急変等により、医療機関へ調整をはかる際、ベッ
ドが満床、救急受入れが重なり、ご対応頂けるが、長時間かかる等、救急対
応を行われている以上、日常的に大変ご多忙な状況がある中、協定を結んで
いるからといって、優先や補償があるわけではないため、他医療機関へ相談
せざる負えない状況はあります。今回、老健側が医療機関との連携をしやす
くするための改正でもあり、老健側としても大変助かる面がありますが、
元々の協力医療機関が対応が困難だった場合、ゼロベースからの開拓対応は
地域の医療機関のご理解がどこまで頂けるかと施設側の積極性頼みのため、
敷居が高く感じてしまう施設も多いと考える。



●「課題」
「双方改正の対応はするも疑問に感じる場面もある」
情報共有のため、毎月、入所サービスの利用者の情報提供を行っていますが、
・どこまで行うべきなのか
・ベッド回転が多いため、利用者情報の更新に手間がかかる
・医療機関側へも現対応について伺うも、「改正後で当方（医療機関側）も
どこまで行うべきか細かくは定まっていない」とのことで、医療機関側も同
じ温度差の疑問がある中、今後の経過を見る状況となっている。
・医療機関側へ他施設の情報提供方法や情報提供の詳細内容を伺うも、施設
によってまちまちで施設毎で異なるが、特段指定等もないとのことで、現状
の継続となっている状況。



実施しての効果について
①入所相談が増加した
顔を合わせる機会が営業効果にもなったためか、入所相談件数が必然的にアップ。

②外来受診、入院相談等の相談がしやすくなった
元々、救急対応を積極的に行われている医療機関のため、大きな差はありませんが、協力医療機関と
してお願いしている分、より、安心して相談が行いやすくなった。

③営業効果のアップ
毎月訪問することで、今まで季節の節目等に行っていたが、不定期な面が多かったが、前後の時間も
他医療機関への訪問時間として取りやすくなり、地域医療機関へ定期的に訪問する形がより実現でき、
営業先からの紹介数も増えた。

④医療機関側と施設側のお互いの理解が深まる
今回の契約内容で、「病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、速やかに再入所させるこ
とができるように努める」との一文がある中で、医療機関は、治療終了後に早期ENTしベッド回転して
いかなければいけない中、老健側は、原則、従来からその対応は行ってきたものの、入院により、医
療依存度や介護量、認知症状の変化等で、受入れに消極的な面も一部みられていたが、「入院受入れ
して頂いたことに対し必ず受け入れる」という認識が高まり、その相乗効果で、他新規利用者も幅広
く受入れする方向に現場スタッフの意識の変化も見られ、入退所調整を行う支援相談員の負担軽減に
もつながった。



最後に
制度改正毎に煩雑な作業が増えていく中、介護報酬の中、老健は「+1.59％」と言わ
れていますが、様々な加算算定や超強化型等の上位加算を取得しても、人件費、物価
高騰による支払額の増加等、様々な要因により、経営も厳しい状況下です。しかし、
各専門職が専門性を発揮し、老健施設としての役割、ご利用者毎の安心・安全をモッ
トーに今回の改正についても前向きに真摯に取り組んできました。
これからも厳しい状況の中、「加算取得」は大切であり、体制の整備も必要ですが、
今回の加算要件を満たすことから始めましたが、
「施設内から外部との連携」から、営業効果、顔なじみになることで、双方のことを
理解する気づきも多くなりました。
例えば、地域包括ケア病棟等であれば、在宅復帰として、短期入所からの受入れから
入所サービス切替えを提案された際、老健側としては、契約や計画書等を二重に対応
しなければいけない負担もありますが、応えることで、その後も同じケースの相談が
増えたり、入所率やその他の紹介にもつながることもあると思われます。
よって、加算を超えての相乗効果の期待もあることと、今後の制度改正では、包括さ
れたり、他加算算定要件に加わる可能性もゼロではないと考えると今のうちから準備
を進めていくことも大切だと考えます。


	01_医療機関との連携体制構築の実際（配布用）PP0312
	02_医療介護連携実践報告_ビオラ三保の医療連携について_20250309
	ビオラ三保の医療連携について�
	ビオラ三保の概要
	配置医師と協力医療機関
	介護報酬改定における協力医療機関との連携
	介護報酬改定における協力医療機関との連携
	介護報酬改定における協力医療機関との連携
	今後の取り組み
	協力医療機関連携加算�　＝受診や入院につなぐ情報共有
	受診や入院につなぐ情報共有における課題
	高齢者施設等感染対策向上加算�　＝感染対策のアップデート
	感染対策のアップデート体制構築にける課題
	今後の取り組み
	　

	03_横浜市高齢施設課主催研修資料
	「求められる医療・介護連携�　　～実効性の高い連携体制構築を考える～」�
	施設概要について
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	①協力医療機関との連携体制をどう構築していったのか。
	②加算算定に向けて、どのように医療機関との「定期的な会議」、「情報共有」等を具体的にどう進められているのか�
	③医療機関との連携にあたっての「課題」、「連携の難しさ」、「苦労・努力」している点の具体的な実践事例
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	実施しての効果について
	最後に


